
（別紙２） 

- 1 - 

令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務委託 

に関する受託事業者の公募について 

（プロポーザル説明書） 

 

 令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務に関する受託事業者の選

定に当たり、公募型プロポーザル方式による企画競争選定を行いますので、次のとおり提案を募

集します。 

 

１ 委託業務の目的 

⑴ 目的 

デジタル社会の基盤であるマイナンバー制度について、令和元年６月に国において「マイ

ナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」が決定されたことから、

交付体制の整備、申請受付等、マイナンバーカード（以下「カード」という。）の普及促進に

取り組む必要がある。 

この環境整備として、令和３年９月に、京都市マイナンバーカードセンター（以下「セン

ター」という。）を開設するとともに、各区役所・支所において、予約制のカード交付や電子

証明書の更新等を実施している。 

本業務は、予約制のカード交付、カードの交付申請、電子証明書の更新等を実施するに当

たり必要となる予約受付に係る一連の業務を実施するものである。 

 

⑵ カードの交付・交付申請、電子証明書の更新等の概要 

 【カードの交付】 

  ア カードの交付申請後、センター（右京）から申請者に対し送付する交付通知書と同送す

る案内に従い、申請者がインターネット等を利用して交付を希望するセンター（下京）又

は区役所・支所（交付場所は次頁表のとおり）及び日時を予約する。 

  イ 当該予約情報に基づき、センター（右京）に保管しているカードを交付予定のセンター

（下京）又は区役所・支所に移送する。 

  ウ 当該予約場所及び日時に申請者に対してカードの交付を行う。 

 

【カードの交付申請】 

  ア 申請者がカードの交付申請を希望する日時を予約する。 

  イ 当該予約日時にセンター（下京）にて申請を受け付ける。 

 

 【電子証明書更新等】 

  ア 申請者が電子証明書の更新・発行、暗証番号の変更・初期化、顔認証マイナンバーカー

ドへの設定切替を希望するセンター（下京）又は区役所・支所（場所は次頁表のとおり）

及び日時を予約する。 

イ 当該予約情報に基づき、更新予定のセンター（下京）又は区役所・支所に関係書類を移

送する。 
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ウ 当該予約場所及び日時に、申請者に対して電子証明書の更新等を行う。 

 

【カード交付・交付申請、電子証明書の更新等を行うセンター（下京）及び実施日時】 

 名称 所在地 実施日時 

①  センター（下京）３階 
下京区西洞院通塩小路上る東塩小

路町 608 番地 8 

【月～金】 

午前９時～午後５時 

最終受付は 

午後４時５０分まで 

（カード交付申請は

午後４時４０分まで） 

 

ただし、祝休日及び

システムメンテナン

ス等により業務を行

わない日を除く。 

②  センター（下京）１階 
下京区西洞院通塩小路上る東塩小

路町 608 番地 8 

【月・水】 

午後５時～午後７時 

最終受付は 

午後６時４５分まで 

（カード交付申請は

午後６時４０分まで） 

【土・日】 

午前９時～午後５時 

最終受付は 

午後４時４５分まで 

（カード交付申請は

午後４時４０分まで） 

 

ただし、祝休日及び

システムメンテナン

ス等により業務を行

わない日を除く。 

 

※ 電子証明書の更

新等の事務は、【月～

金】午前９時～午後５

時に行う場合がある。 

 

【カード交付、電子証明書の更新等を行う区役所・支所及び実施日時】 

  名称 所在地 実施日時 

①  
北区役所 

カード交付コーナー 
北区紫野東御所田町 33-1 

【月～金】 

午前９時～午後５時 

最終受付は 
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②  
上京区役所 

カード交付コーナー 

上京区今出川通室町西入堀出シ町

285 番地 

午後４時４５分まで 

 

ただし、祝休日及び

システムメンテナン

ス等により業務を行

わない日を除く。 
③  

左京区役所 

カード交付コーナー 
左京区松ケ崎堂ノ上町 7 番地の 2 

④  
中京区役所 

カード交付コーナー 

中京区西堀川通御池下る西三坊堀

川町 521 

⑤  
東山区役所 

カード交付コーナー 
東山区清水五丁目 130 番地の 6 

⑥  
山科区役所 

カード交付コーナー 
山科区椥辻池尻町 14-2 

⑦  
南区役所 

カード交付コーナー 
南区西九条南田町 1-3 

⑧  
右京区役所 

カード交付コーナー 
右京区太秦下刑部町 12 番地 

⑨  
西京区役所 

カード交付コーナー 
西京区上桂森下町 25-1 

⑩  
西京区役所洛西支所 

カード交付コーナー 
西京区大原野東境谷町二丁目 1-2 

⑪  
伏見区役所 

カード交付コーナー 
伏見区鷹匠町 39 番地の 2 

⑫  
伏見区役所深草支所 

カード交付コーナー 
伏見区深草向畑町 93 番地の 1 

⑬  
伏見区役所醍醐支所 

カード交付コーナー 
伏見区醍醐大構町 28 番地 

 

 

２ 委託業務の内容 

⑴ 件名 

   令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務 

⑵ 委託期間 

   令和７年１０月１日から令和８年３月３１日まで 
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⑶ 委託内容 

   別紙２－１「令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務委託仕

様書」（以下「仕様書」という。）のとおり 

 

３ 契約上限額 

  金７９，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

４ 参加資格 

 ⑴ 京都市契約事務規則第４条第２項に規定する一般競争入札有資格者名簿又は同規則第２２

条第２項に規定する指名競争入札有資格者名簿に登載されている者とする。ただし、競争入

札有資格者名簿に登載されていない場合であっても、京都市競争入札等取扱要綱第２条第１

項各号に掲げる資格を有する者である場合は、競争入札参加有資格者とみなす。 

 ⑵ 公募開始日から選定結果の通知の日までの期間に、京都市競争入札等取扱要綱に基づく競

争入札参加停止の措置を受けていないこと。 

 ⑶ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力

団密接関係者でないこと。 

 ⑷ 法人税又は所得税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。また、本市で課税がある場

合は、市民税又は法人市民税及び固定資産税の滞納がないこと。 

 ⑸ プライバシーマーク制度又は情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度（Ｉ

ＳＭＳ）などによる情報セキュリティに関する資格を有していること。 

 ⑹ 国又は地方公共団体（政令指定都市又は中核市）において、過去５年以内にマイナンバー

カード交付の予約受付業務の元受けとしての受託実績があること。 

 ⑺ 契約の履行を複数の事業者で分担するために複数事業者による連合体（以下「コンソーシ

アム」という。）を結成する場合は、全ての事業者が上記⑴～⑸を、事業者側で定めた代表幹

事業者が上記⑴～⑹を満たしていること。 

 

５ 応募手続等 

  プロポーザルに応募する者は、次のとおり、参加表明書、企画提案書等を提出すること（提

出先は、後記「１１ 問合せ先及び提出先」のとおり）。 

 ⑴ 関連書類の交付 

   プロポーザルに関する書類を、京都市ホームページ「京都市情報館」上で、次のとおり交

付する。 

  ア 交付書類 

(ｱ) 令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務委託に関する受

託事業者の公募について（本書） 

   (ｲ) 仕様書（別紙２－１） 

(ｳ) 令和７年度下半期マイナンバーカード交付等予約受付に係る運営業務に関する企画提

案書等作成要領（別紙２－２） 

   (ｴ) 提案内容評価項目及び評価方法（別紙２－３） 
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 ⑵ 参加表明書等の提出 

   次の書類を期限までに持参又は郵送により提出すること。（郵送の場合は必ず到着確認を行

うこと。） 

  ア 提出書類 

   (ｱ) 参加表明書（様式１） 

     コンソーシアムを結成して参加する場合は、各事業者の役割分担を記載した資料（様

式は任意とする。）を添付すること。 

   (ｲ) 会社概要及び実績調書（様式２） 

     過去５年間の国又は地方公共団体（政令指定都市又は中核市）における他都市でのマ

イナンバーカード交付の予約受付業務の元受けとしての受託実績を記入すること。 

     また、コンソーシアムを結成して参加する場合は、その代表幹事業者について会社概

要を提出すること。 

   (ｳ) プライバシーマーク制度、情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度（Ｉ

ＳＭＳ）等による情報セキュリティに関する資格を有していることを証明する書類（写

しでも可） 

(ｴ) 参加資格を証明する書類 

京都市競争入札参加有資格者でない場合のみ、以下の書類を提出してください。 

    ・ 印鑑証明書又は印鑑登録証明書（３箇月以内に発行のもの） 

・ 登記事項証明書（全部事項証明）（３箇月以内に発行のもの） 

・ 直近１年分の国税及び地方税（京都市分）の納税証明書（３箇月以内に発行のもの） 

（国 税）直近１箇年分の法人税又は所得税と、消費税及び地方消費税の未納がない

ことの証明書 

（地方税）京都市の法人市民税及び固定資産税の未納がないことの証明書 

・ 京都市暴力団排除条例に基づく誓約書（必要に応じて別途提供する） 

  イ 提出部数 ２部（原本１部、写し１部） ※ ただしア(ｴ)は原本１部 

  ウ 提出期限 

    令和７年８月１４日（木）午後５時（必着） 

 ⑶ 企画提案書等の提出 

   別紙２－２に基づき、次の書類を提出すること。 

  ア 提出書類 

   (ｱ) 企画提案書 

   (ｲ) 見積書（任意様式） 

    ※ 導入経費及び維持管理等の保守運用経費の内訳がわかるように記載すること。 

   (ｳ) 経費内訳書（任意様式） 

(ｴ) コンソーシアムを結成して参加する場合は、「令和７年度マイナンバーカード交付等予

約受付に係る運営業務委託に係る協定書」（様式３）を併せて提出すること。 

  イ 提出部数 

    別紙２－２のとおり 

  ウ 提出期限 
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    令和７年８月２６日（火）午後５時（必着） 

 ⑷ その他 

  ア 前記５－⑵の参加表明書の提出後、このプロポーザルを辞退する場合は、辞退届（様式

４）を提出すること。 

  イ この公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  ウ 失格となる参加表明書、企画提案書等 

    参加表明書、企画提案書等が、次の事項のいずれかに該当するものは、失格となる場合

がある。 

    なお、失格となった場合は、別途通知する。 

   (ｱ) 提出期限、提出先及び提出方法に適合しないもの 

   (ｲ) 指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの 

   (ｳ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

   (ｴ) 虚偽の内容が記載されているもの 

  エ 制約事項 

   (ｱ) 提出書類の作成及び提出に要する費用は、全て提案者の負担とする。 

   (ｲ) 提出された書類は、事業者の選定以外には、提案者に無断で使用しない。 

   (ｳ) 提出された書類は、事業者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製することが

ある。 

   (ｴ) 提出された書類は、提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けない。 

   (ｵ) 提出された書類は全て返却しない。 

   (ｶ) 提出された書類に対し、必要に応じてヒアリングを実施することがある。その場合は、

日時及び場所を別途連絡する。 

  オ 公募手続の延期等 

天災等の状況により、この公募手続を延期又は中止することがある。 

 

６ 本件に対する質問及び回答 

⑴ 質問のできる者 

   本書及び仕様書等に対しての質問は、参加表明書を提出した者に限りできるものとする。 

⑵ 質問期限 

   令和７年８月１５日（金）午後５時（必着） 

  ※ 質問期限後の質問は、一切受け付けない。 

 ⑶ 質問方法 

   電子メールにより「１１ 問合せ先及び提出先」に提出したうえ、電話で送達確認を行う

こと。面談、電話又はＦＡＸでの質問は一切受け付けない。 

   なお、コンソーシアムを結成して参加する場合は、代表幹事業者からの質問のみを受け付

け、コンソーシアムの構成員からの質問は受け付けない。 

 ⑷ 回答日及び回答方法 

   質問に対する回答は、令和７年８月２０日（水）までに、参加表明書の提出を行った事業

者の連絡担当者に対し、質問期限内に受領した全ての質問内容及び回答を電子メールにて送
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信する。 

 ⑸ 留意事項 

   他の応募事業者に関する質問には応じない。 

 

７ 企画提案書に関するヒアリング（原則実施しない） 

  必要に応じて、提出された企画提案書等の内容についてヒアリング（提案者によるプレゼン

テーションの聴取）を実施する場合がある。この場合は次のとおり実施するので必ず対応する

こと。 

⑴ 実施時期 

   令和７年８月２７日（水）～８月２８日（木）（予定）の間で別途指定する日時 

 ⑵ 実施方法等 

   別途通知する。 

なお、オンライン会議ツール（Zoom）を利用したヒアリングを想定している。 

 ⑶ 注意事項等 

  ア ヒアリングでのプレゼンテーションは、実施体制の責任者又はリーダーが行うこと。 

  イ ヒアリングの実施時間は３０分以内とし、企画提案の説明時間は、１５分程度、本市か

らの質問及びその回答時間は、１５分程度を目安とする。 

  ウ ヒアリングに参加しなかった提案者は失格とする。 

  エ 審査は事業者名を伏せて行うため、プレゼンテーションにおいて提案者の名称等（提案

者を類推できる表現を含む。）には言及しないこと。冒頭の自己紹介等も不要とする。 

 

８ 受託候補者の選定に関する審査 

 ⑴ 審査委員会 

   審査委員会は以下の委員で構成する。（予定） 

  ・ 文化市民局地域自治推進室 区政推進担当部長 

  ・ 文化市民局地域自治推進室 マイナンバーカード第一課長 

  ・ 文化市民局地域自治推進室 マイナンバーカード第二課長 

  ・ 文化市民局地域自治推進室 担当係長 

 ⑵ 審査基準 

   別紙２－３「提案内容評価項目及び評価方法」のとおりとする。 

 ⑶ 審査委員会の公開・非公開 

   審査委員会は非公開とする。 

 

９ 受託者の決定 

 ⑴ 受託候補者の決定 

   前記「８ 受託候補者の選定に関する審査」に基づき、企画提案書等及びプレゼンテーシ

ョンの内容について審査を行い、全ての提案者の順位を決定し、最も優れていた者を受託候

補者（第一交渉権者）に選定する。 

   なお、参加者が１社のみであってもプロポーザルは成立することとし、審査、選定を行う。 
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⑵ 審査結果の通知 

審査結果については、受託候補者の決定後速やかに書面をもって通知する（令和７年８月

下旬～９月上旬頃通知予定）。 

   なお、選定の経過等に関する問合せには応じない。また、審査結果についての異議申立は

受け付けない。 

 ⑶ 受託者の決定 

受託候補者と協議し、仕様等契約内容について本市との合意に至った場合は、契約を締結

する。ただし、合意に至らなかった場合は、次順位の交渉権者を新たな受託候補者として協

議を行う。 

また、受託候補者が令和７年度上半期の受託事業者と異なる場合において、新たな予約シ

ステムを構築・運用することとなった場合は、システムの構築、予約データの移行及び職員

研修等が適切に実施され、本市が承諾するまでは、本市、令和７年度上半期の本業務受託事

業者と協議のうえ、現在本市が利用している予約システムの運用を継続すること。ただし、

３者の合意が不成立となった場合は、次順位の交渉権者を新たな受託候補者として協議を行

う。 

 ⑷ 選定結果の公表 

   京都市ホームページ「京都市情報館」において、参加した事業者及び評価点その他の契約

の相手方を選定した理由が分かる情報を公開する。 

 

10 契約に関する基本的事項 

  受託者との契約においては、次の事項を基本とする。 

 契約金額 

契約金額は、受託候補者の提示価格に基づき、受託候補者と本市との協議により決定する。 

⑴ 契約内容 

契約内容は、本市標準委託契約書、仕様書、企画提案書、プレゼンテーションの内容に基

づき、受託候補者と本市との協議により決定する。ただし、企画提案書に記載された提案内

容は、実現を確約したものとみなす。 

⑵ 契約期間 

契約期間は、令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までとする。 

⑶ 特約事項 

  ア 企画提案書等に記載された内容について、その実現に必要な追加費用及び別途費用は、

全て受託者の負担とする。 

  イ 企画提案書等に記載された、システムの運用保守等に関する契約は、次年度以降の契約

金額を保証するものではなく、本市の予算の範囲内において実施する。 

  ウ 受託者が、システムの運用保守等に関する契約について、企画提案書等に記載された金

額で履行できない場合は、本市に対し、違約金を支払わなければならない。 

 ⑷ 再委託の禁止 

   受託者は、本業務の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、本市

が文書で承認した場合はその限りではない。 
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 ⑸ 契約保証金 

   免除する。 

 ⑹ 委託料の支払 

   委託料は毎月払とし、本市は、受託者が毎月提出する月報等に基づき検査を行い、検査に

合格した場合、受託者の適正な請求に基づき委託料を支払う。 

 ⑺ 進捗管理 

   本市は、適宜、進捗状況について評価を行う。その結果、本市標準委託契約書第８条に掲

げる要件に該当し、契約の目的を達成することができないと判断したときは、途中で契約を

解除することができる。 

 ⑻ 本市の令和７年度予算の減額等があった場合、本市は契約を締結しない場合や仕様の変更

等を行う場合がある。 

なお、これらの場合に、本公募手続の参加者又は本業務の受託候補者において損害が生じ

た場合にあっても、本市はその損害について一切負担しない。 

 

11 問合せ先及び提出先 

  〒６１６－８５１１ 京都市右京区太秦下刑部町１２番地 サンサ右京２階 

   京都市マイナンバーカードセンター 

  京都市文化市民局地域自治推進室マイナンバーカード企画推進担当（担当：平田、中村） 

  Tel （０７５）７４６－５２８７ E-Mail mynumber@city.kyoto.lg.jp 


